
新 旧 

グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款 

（大学・国立研究開発法人等用） 

 

２０２１年５月２４日制定 

２０２４年３月３１日改正 

２０２５年２月１８日改正 

２０２５年３月３１日改正 

 

第１条～第３条（略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款 

（大学・国立研究開発法人等用） 

 

２０２１年５月２４日制定 

２０２４年３月３１日改正 

２０２５年２月１８日改正 

 

 

第１条～第３条（略） 

 

（国外大学等の特例） 

第４条 乙が国外大学等（日本以外の国の大学又は研究機関をいう。）であるとき

は、原約款第３１条第１項中「乙に帰属するものとする」とあるのは「原則甲乙

の共有とし、甲の持分は、甲及び乙の持分の合計の５０％以上とする（以下甲乙

が共有する知的財産権を「共有知的財産権」という。）」とする。 

２ 前項の場合、原約款第３１条第３項第四号、第３１条第４項及び第５項、第３

１条の３、第３１条の４第１項、第３項及び第４項、第３１条の５並びに第３３

条第３項及び第４項の「知的財産権」とあるのは「知的財産権の持分」と読み替

えるものとする。 

３ 委託期間及び委託期間終了後の共有知的財産権の出願、登録及び維持に係る費

用（以下「出願等費用」という。）は、乙が甲の持分に係る出願等費用も負担す

るものとする。ただし、乙が持分の全部を放棄した場合は、この限りでない。 

４ 委託期間であって、甲が承認した場合は、出願に係る費用を委託業務の実施に

要した経費として計上することができる。 

５ 乙が第三者に対して共有知的財産権の利用許諾をする場合は、特別約款様式第

１による共有知的財産の利用許諾申請書により、あらかじめ甲の承認を得なけれ
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（経理責任者による適切な経費の使用の確認） 

第４条（略） 

 

（委託業務の成果の情報発信） 

第５条（略） 

 

（経済産業省等への情報提供） 

第６条（略） 

 

ばならない。 

６ 甲は、共有知的財産権について、第三者に対して任意に利用許諾をすることが

できるものとし、乙はあらかじめこれに同意するものとする。 

７ 甲は、共有知的財産権の自己持分を放棄する場合は、その旨を乙に通知するも

のとする。 

８ 甲、乙又は甲乙共同して、第三者に対して共有知的財産権の利用許諾を行う場

合は（以下当該第三者を「利用許諾先」という。）、あらかじめ利用許諾先との間

で次に掲げる事項を合意しなければならない。 

 一 甲又は乙は、共有知的財産権の自己持分を利用許諾先の承認を得ることな

く、放棄できること（ただし、甲又は乙が利用許諾先に対して１年以下の知的財

産権維持義務を負う場合を除く。） 

 二 利用許諾先が共有知的財産権を自ら利用したことにより生じた一切の責任や

損害賠償から甲及び乙が免責されること  

三 利用許諾先の合併、会社分割等の組織再編、事業譲渡、株式譲渡等により、

経営環境又は経営体制に著しい変化が生じた場合に利用許諾契約を解約できるこ

と 

 

（経理責任者による適切な経費の使用の確認） 

第５条（略） 

 

（委託業務の成果の情報発信） 

第６条（略） 

 

（経済産業省等への情報提供） 

第７条（略） 
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（再委託先等との契約） 

第７条（略） 

 

（存続条項） 

第８条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は原約款第３６条、第３７条若しくは第

３８条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、原約款第５１条に定

めるもののほか、次の各号に掲げる条項については、引き続き効力を有するもの

とする。 

一 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第１条第２項、第５条から第７条まで 

 

（削除） 

 

 

 

 

（原約款との関係） 

第９条（略） 

 

 

附 則 

 １．この特別約款は、２０２５年４月１日から施行し適用する。 

２．ただし、改正前の第４条及び第１０条の規定に対する改正は、２０２５年４月

１日以降に締結した契約（変更契約を含む。）から適用し、同日前に締結した契

約については、なお従前の例による。 

 

（再委託先等との契約） 

第８条（略） 

 

（存続条項） 

第９条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は原約款第３６条、第３７条若しくは第

３８条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、原約款第５１条に定

めるもののほか、次の各号に掲げる条項については、引き続き効力を有するもの

とする。 

一 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第１条第２項、第４条、第６条から第８条まで 

 

（翻訳文との関係） 

第１０条 本契約は日本語を正文とする。参考のため英文訳が作成された場合であ

っても、日本語の正文のみが契約としての効力を有し、英文訳にはいかなる効力も

有しないものとする。 

 

（原約款との関係） 

第１１条（略） 
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（削除） 

 

（別紙）誓約事項（略） 

 

 

（特別約款様式第１）（略） 

 

（別紙）誓約事項（略） 

 

 

 


